蒲郡市の教育に関する事務の点検評価報告書作成支援業務公募型
プロポーザル実施要領

この実施要領は、蒲郡市の教育に関する事務の点検評価報告書作成支援業務（以下「本業務」という。）に係る契約の相手方となる受託候補者を公募型プロポーザル方式により特定するために必要な事項を定めるものとする。

１　業務概要
⑴　業務名
蒲郡市の教育に関する事務の点検評価報告書作成支援業務
⑵　業務の目的
蒲郡市の教育に関する事務の点検評価報告書（以下「報告書」という。）は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年６月３０日法律第１６２号）第２６条に規定された蒲郡市教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表することを目的とする。
⑶　業務内容
　　　　　別紙「蒲郡市の教育に関する事務の点検評価報告書作成支援業務仕様書」のとおり
⑷　業務期間
契約締結日から令和７年３月３１日まで
※業務期間は上記のとおりであるが、翌年度に予算を繰り越したとき、業務期間を変更することとする。
⑸　提案限度額
　　　金２，８６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む。）
２　実施方式
　　公募型プロポーザル方式
３　参加資格
本プロポーザルに参加を希望する者（以下「参加希望者」という。）は、次のすべての要件を満たしていること。
⑴　蒲郡市入札参加資格者名簿（物品等）において、入札参加資格について登録されていること。同資格者名簿に登録されていない場合は、速やかに登録の手続きを行うこと。
⑵　地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
⑶　公募の日から契約締結日までのいずれの日においても、本市契約に係る指名停止の措置を受けていない者であること。
⑷　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（会社更生法にあっては更生手続開始の決定、民事再生法にあっては再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと等、経営状態が著しく不健全である者でないこと。
⑸　蒲郡市暴力団排除条例（平成２３年４月1日施行）に基づく排除措置を受けていないこと
⑹　宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体等でないこと
⑺　国税及び地方税の滞納がないこと
⑻　平成２５年度以降に、地方公共団体が発注する教育に関する点検評価支援業務又、教育振興基本計画策定業務又は類似する点検評価等の業務を１件以上受託し、完了した実績を有する者であること。本体業務を受託した実績であり、アンケート調査等の業務の一部のみを受託した実績は含まない。
４　実施スケジュール
　受託候補者決定までのスケジュールは次のとおりとする。
	内容等
	期日等

	公告
	令和６年４月５日（金）

	参加表明書の提出期間
	令和６年４月５日（金）
～令和６年４月１９日（金）

	参加表明書に関する質疑受付期間
	令和６年４月５日（金）
～令和６年４月１５日（月）

	参加表明書に関する質疑回答期日
	令和６年４月１７日（水）

	提案資格確認結果（選定・非選定）通知
	令和６年４月２２日（月）
～令和６年４月２６日（金）

	提案書提出期間
	令和６年４月２９日（月）
～令和６年５月１７日（金）

	プレゼンテーション
	令和６年５月２７日（月）

	審査結果（特定・非特定）通知
	令和６年６月上旬　予定

	契約締結
	令和６年６月中旬　予定


５　説明会
　　説明会は実施しない
６　担当部署
〒４４３－８６０１　蒲郡市旭町１７番１号
蒲郡市教育委員会教育政策課　教育調整担当
電話　０５３３－６６－１１６６
ファックス　０５３３－６６－１１８４
電子メール　kyoiku@city.gamagori.lg.jp
７　参加表明手続
　⑴　実施要領・仕様書等の配布
　　ア　配布期間
　　　　令和６年４月５日（金）から令和６年４月１９日（金）まで
　　イ　配布方法
蒲郡市公式ホームページに掲載するほか、「６　担当部署」において配布する。
　⑵　質問の受付及び回答
　　ア　質問は、質疑書（別紙１）によるものとし、「６　担当部署」に電子メールにより提出すること。なお、提出後には必ず電話により受信確認を行うこと。
　　イ　提出期限
　　　　令和６年４月１５日（月）午後５時まで
　　ウ　回答方法
　　　　　令和６年４月１７日（水）、蒲郡市公式ホームページ上に掲載する。質問の有無に関わらず確認のこと。
８　参加表明書の提出
参加希望者は、次のとおり参加表明書及び資料（以下「参加表明書等」いう。）を提出しなければならない。
なお、期限までに参加表明書等を提出しない者又は参加資格要件に該当しないと認められた者は、このプロポーザルに参加することができない。
⑴　提出書類
	様式等
	提出部数

	参加表明書（様式１）
	各1部

	会社概要（様式２）
	

	業務実績（様式３）
	

	業務実施体制（様式４）
	

	業務担当責任者の業務実績等（様式５）
	


⑵　留意事項
　ア　業務実績は、元請として実施したものを対象とすること。
　イ　記載した業務実績について、契約書の写しを添付すること。
　ウ　記載した有資格要件について、資格者証の写しを添付すること。
⑶　提出期限
令和６年４月１９日（金）午後５時必着
⑷　提出場所
「６　担当部署」と同じ
⑸　提出方法
持参、郵送または電子メールに限る。なお、郵送の場合は、受取り日時及び配達したことが証明できる方法によることとし、提出期限必着とする。郵便事故等についての異議申立て等は受付けない。電子メールの場合は、担当部局に電話連絡の上、提出すること。
９　参加資格の確認及び通知
⑴　参加資格要件の確認を行い、次に掲げる事項を記載した確認結果通知書　を通知する。
　ア　参加資格を有する者
　　　参加資格がある旨及び提案書の提出を要請する旨
　イ　参加資格を有しない者
　　　参加資格がない旨及びその理由
⑵　結果通知
令和６年４月２６日（金）までに、電子メール又はファックスにて通知する。
１０　提案書の提出（作成要領）
提案書の提出を要請された者（以下「提案者」という。）は、業務の目的を十分に理解し、「蒲郡市の教育に関する事務の点検評価報告書作成支援業務仕様書」（以下「仕様書」という。）の業務内容に基づいて提案書を作成すること。
1 　提出書類
	様式等
	提出部数

	提案書表紙（様式６）
	正本１部、副本５部

	提案書（任意様式）
	

	実施スケジュール（任意様式）
	

	見積書・内訳書（様式７）
	


⑵　留意事項
　ア　提案書は、提出書類は原則としてＡ４サイズ　縦置き横書き（左綴）により提出すること。ただし、提案書においてフロー図やイメージ図等の作成に限り、Ａ３版を折りたたんで使用して差し支えない。
　イ　実施スケジュールは、本業務における各工程とスケジュールについて記載し、事務局が行う業務及び業務量についても記載すること。また、Ａ３横で作成すること。
　ウ　見積書には、仕様書等に記載されたすべての業務の見積額を記載すること。見積内訳書を添付すること。
　エ　提案書類はカラー印刷（両面印刷）で、表紙を除き２０枚を上限とすること。文字のフォント及びサイズは、原則としてＭＳ明朝またはＵＤデジタル体、１２ポイントとすること。ただし、文字を強調させる等のために、フォントまたはフォントサイズを変更しても構わない。
　オ　企画提案書の提出は、１者につき１案とする。
⑶　提出期限
令和６年５月１７日（金）午後５時必着
⑷　提出場所
　「６　担当部署」と同じ。
⑸　提出方法
持参又は郵送に限る。なお、郵送の場合は、受取り日時及び配達したことが証明できる方法によることとし、提出期限必着とする。郵便事故等についての異議申立て等は受付けない。
⑹　提案書作成に関する質問
提案書の作成にあたり質問がある場合は、次に定めるところにより質問すること。
⑺　質問の受付場所
「６　担当部署」と同じ。
⑻　質問の受付期間
令和６年４月２９日（月）から令和６年５月１３日（月）午後５時まで
⑼　質問方法
提案等に関して質問がある場合は、担当部署に電話連絡の上、質疑書（別紙１）をファックス又は電子メールにより提出すること。必ず電話で受信確認を行うこと。
⑽　回答
教育政策課のホームページに随時掲載する。なお、質問に対する回答は、本要領及び仕様書等の追加又は修正事項として取り扱う。
１１　プレゼンテーションの実施
　　　提出された提案書等についてプレゼンテーション及びヒアリングを行う。
⑴　実施日及び場所
令和６年５月２７日（月）　蒲郡市役所６０１会議室（新館６階）
※時間等詳細については、別途通知する。
⑵　実施方法及び所要時間
ア　１者ずつの呼び込み方式とする。
イ　説明１５分、質疑１５分の計３０分とする。
ウ　提案追加資料の配付は禁止するが、提出された提案書と同一の図案や写真を用いた説明用パソコン等の使用は可能とする。パソコンは各自用意すること。モニターについては、当市のものを（６５インチ、HDMIケーブル対応）利用すること。
エ　プレゼンテーション等の説明者は、補助者を含めて３名までとする。
オ　欠席をした場合は、提案書の審査、評価及び特定から除外する。
カ　プレゼンテーションの順番は提案書の提出順とする。
キ　詳細については、別途通知する。
１２　受託候補者の選定
⑴　審査方法
審査は、別に設置する蒲郡市の教育に関する事務の点検評価報告書作成支援業務プロポーザル選定委員会（以下「選定委員会」という。）が、提出された提案書等とプレゼンテーションの内容を評価基準に基づき審査する。
⑵　評価項目及び審査内容
「蒲郡市の教育に関する事務の点検評価報告書作成支援業務プロポーザル評価基準」（別紙２）のとおり
⑶　受託候補者の特定
選定委員会において、⑵の審査及び評価を踏まえ、受託候補者の特定を行う。各委員の採点に基づき各提案者に順位を付け、第１順位の最も多い提案者を受託候補者として特定する。ただし、第１順位の最も多い提案者が２者以上いるときは、選定委員会において、各委員の採点結果を踏まえた上で、合議により受託候補者を特定する。
ただし、提案者の全員が最低基準点以上の点数を得られなかったときは、受託候補者を特定しない。なお、参加業者が１者でも審査を行い、最低基準点を満たしていれば受託候補者として特定する。
１３　審査結果
⑴　審査結果は、特定後、参加者全てに文書で通知するものとする。
⑵　受託候補者とならなかった者は、その理由について、次のとおり書面（様式は任意）により市長に対し説明を求めることができる。
ア　提出期間
⑴の通知日から７日間の休日を除く午前９時から午後５時まで
イ　提出場所
「６　担当部署」と同じ。
ウ　提出方法
持参によること。（郵送、電子メール又はファクシミリによるものは受け付けない。）
[bookmark: _GoBack]⑶　市長は、⑵の説明を求められたときは、令和６年６月２１日（金）までに説明を求めた者に対し理由説明書を通知する。
１４　特定結果の公表
受託候補者と契約を締結したときは、次の事項を公表するものとする。
⑴　業務名
⑵　業務内容及び業務期間
⑶　受託者の名称及び所在地
１５　契約に関する事項
⑴　契約の締結
契約に当たっては、本市と受託候補者が当該業務について協議を行い、内容について合意の上、当該業務仕様書を作成するものとし、その仕様書に基づく見積書を徴取し、随意契約の方法により契約を締結する。仕様書の内容は提案された内容が基本となるが、受託候補者と市との協議により必要に応じて契約を締結するため、契約金額が本プロポーザル時に提出した見積書と異なる場合がある。なお、受託候補者と市との間で行う仕様書の確定について、協議が整わなかった場合には、審査結果において次点の者と協議を行う。
⑵　契約保証金
蒲郡市契約規則第２６条の規定による。
⑶　契約書作成の要否
要する。
⑷　支払い条件
完了払いとする。
１６　その他留意事項
⑴　失格事項
次のいずれかに該当した者は、その者を失格とする。
ア　参加資格要件を満たしていない場合
イ　提出書類に虚偽の記載があった場合
ウ　実施要領等で示された、提出期限、提出場所、提出方法、書類作成上の留意事項等の条件に適合しない書類の提出があった場合
エ　契約上限金額を超える提案をした場合
オ　選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合
カ　実施要領等に違反すると認められた場合
キ　前各号に定めるもののほか、著しく信義に反する行為のあった場合
⑵　その他留意事項
　ア　手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。
イ　参加表明及び提案に係る書類作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。
ウ　緊急やむを得ない理由等により、本プロポーザルを実施することができないと認めるときは、停止、中止又は取り消すことがある。
エ　参加申込書の提出後または提案書等の提出後に参加を辞退する場合は、速やかに辞退届（様式８）を提出すること。
オ　提出された書類は、返還しない。また、提出した者に無断で本プロポーザル以外の用に使用しない。
カ　提案書等の著作権は、当該提案書等を作成した者に帰属するものとする。
キ　市は、プロポーザル方式の手続及びこれに係る事務処理において必要があるときは、提出された提案書等の全部又は一部の複製等をすることができるものとする。また、提案者から提出された提案書等について、蒲郡市情報公開条例（平成１０年蒲郡市条例第１号）の規定による請求に基づき、第三者に開示することができるものとする。
８

